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近代経済学の財政論に見る新しい傾向
—PPBS 論，公共経済学，財政負担国際的
再配分基準論の三位一体一 (1) 
坂 井 昭 夫
はじめに
わが国の財政論研究分野には，現在大きくいって 4つの潮流が存在する。
その 1は， 「有機的国家論」を土台に国家の生産的機能を賞揚し，国家権
ヵ，殊に徴税権力の「倫理化」に努めたワグナー張りのドイツ財政学の後裔
(l) 
である。 ドイツ財政学は，周知のごとく，個人に優越する「有機的全体」＝
国家への各人の帰依と能力に見合った納税を倫理として強要する特性の故
に，かつてにあっては絶対主義天皇制の愛妾に迎えられ，時の官僚に徴税技
(2) 
術，行政技術を教え込む教科書として権勢をほしいままにしたが，第二次大
戦敗戦を機にその権威も地に墜ち，今では往時の面影など偲ぶべくもない。
趨勢からすれば，この立場の財政論は，独特の有機的国家論を自ら脱ぎ捨て
ようとしており，そのことを通じて次第に次の近代経済学に立脚する財政論
(1)この流れを代表する著作としては，木村元一『近代財政学総論』春秋社， 1958年
をあげるのが適当であろう。
(2)島恭彦『財政学概論』三笠書房， 1952年， p.68。
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(3) 
に合流する方向を歩みつつある。
第2の潮流である近代経済学の財政論は，大恐慌以降の国家の経済過程に
対する大規模な介入を眼前にして，資本主義社会の自由企業体制から民間・
公共両野門による「二重経済」（「混合経済」）体制への変容を説き，その認識に
基づいて公共部門を資源の最適配分，所得の公正分配，経済の安定等の政策
目標達成に活用することの可能性と必要性を強調し，さらにそうする上で必
須の具体的機構を設計しようと，一貫して腐心してきた。まさにそうであれ
ばこそ， 「二重経済論•福祉国家論・フィスカルポリシー（その制度化とし
(4) 
てのビルトインスタビライザー）という三位一体」によって特徴づけられる
この種の財政論は，国家独占資本主義の時代にふさわしい財政運営技術を，
しかも官僚の行政技術の見地からのそれを指南する官許の理論として戦後手
厚く遇されてきたのであるが，後に見るように，それは近時従来の理論体系
では処理しえない類の諸問題（たとえば財政硬直化問題，公害問題，インフ
レーション）に取り囲まれるに及んで，一定の衣替えを志向しつつあるかに
見える。
第 3の流れは，宇野学派の財政論である。宇野学派は，改めて述べるまで
もなく，歴史的な発展段階の具体的規定の除去を通じて経済学理論｀体系の
「純化」を図ることを目指しており，その趣旨から経済政策，財政，金懃等を全
て不純物として原理論の枠外に追放してしまっている。同学派にあっては，
財政は原理的に明らかにされた発展法則のそのままの形での実硯を妨げる要
因の一つと見倣されるところとなり，加えて，その態様たるや国により時期
により多種多様で本来科学的に究明できるような客観的一様性とは無緑であ
(3)島恭彦氏の指摘にある通り， 「ドイツ的応能説の背景にある有機的な国家論をと
りのぞくと， 非常に個人主義的な租税論があらわれ」てくる（島恭彦『財政学概
論』岩波書店， 1963年， p.83)。そしてその場合には，国家の生産的機能も，個人
主義的社会を前提にした経済理論によって，主要には経済的効果の側面において把
握されることになる。
(4)宮本憲一「財政学方法論」，林栄夫『財政論』筑摩書房， 1968年，別冊。
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(5) 
るとの不動の確信もあって，財政の運動を資本主義経済・社会の運動全体と
のかかわりで法則的に把握するための努力などは，事実上当初的に断念され
てしまっている。宇野学派に属する研究者達の手になる財政論分野の尤大量
(6) 
の業績が，段階的必然性，硯状分析的必然性の究明を標榜しながらも，総じ
て特定国の特定時期のこまごました財政事情の記述に終始しているのは，も
とより故ないしとしない。
最後に，マルクス主義経済学に基礎を置く財政論の系譜をあげなければな
らない。マルクス主義財政論は，わが国の場合，直輸入のドイツ財政学が絶
対主義天皇制の情婦として隆盛を謳歌していた戦前の時期に，天皇制の物質
的基盤を科学的に解明せんと志す在野のマルクス主義者達の手によって，日
本資本主義発達史の一翼を担う日本財政論の形で誕生に導かれ，戦後になっ
ては， ドイツ財政学にかわって拾頭してきた近代経済学の官僚的財政論，マ
ルクス主義経済学の公然たる歪曲の上に樹立さ＇れた宇野学派の法則否定的記
述主義的財政論と真向から対決しながら，その過程で不断に理論的整備を重
ね今日に至っている。その最大の特徴は． 「国民の問題としての財政を国民
の実践的立場から解明すること，あるいは，国民生活および国民経済に対す
(7) 
る国家権力の作用と役割を財政の面からつかむこと」に財政論の学問的課題
を見出し，国家財政・地方財政が政治・経済に占める位置やそこで果たす浩
渤な諸機能を客観的に分析しつつ， 「生成，発展，死減する財政権力や財政
(8) 
制度の運動を見究める」ことに全力をあげてきた点に認められる。これが社
会科学の名に真にふさわしい方法であることはいうまでもないが，ただし，だ
からといって，マルクス主義財政論の従来の休系が完全無欠であると見倣す
わけにはいかない。それは，イギリスの古典派経済学の財政論の休系を自己
(5)宇野弘蔵『経済政策論』弘文堂， 1954年，序論。
(6)降旗節雄『宇野理論の解明』三一書房， 1973年， p.73。
(7)宇佐美誠次郎『財政学（上）』法政大学出版局， 1956年， p.24。
(8)島恭彦『財政学概論』三笠書房，前出， p.10。
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の体系として借用し，その古い革袋に新しい内容を詰め込むということをや
ってきたのであるが，この体系に固執する限り，たとえば「財政自主権」の
問題などはそもそも論じようがないし，インフレーションや都市問題につい
(9) 
ての扱いも極めて断片的なものにならざるをえない。近代経済学の財政論の
場合とは無論同義ではないが，ともあれマルクス主義財政論にとっても，「新
しい酒」を盛るにふさわしい「新しい革袋」を自らの手で作り出す課題が，も
はや回避し続けるのを許されないほど緊要の度を裔めつつあることだけは，
疑いをいれないところである。
上記の 4大潮流に雑多な傍流・亜流をも含めて，わが国財政論研究吏上に
おける諸流派の抗争と盛衰の歴史を描くことには極めて興味深いものがある
が，その詳察は後目に託するとして，この場ではとりあえず上の概観をもっ
て，同領域での主たる対抗関係が現在では（宇野学派をひとまず別とすれば）
近代経済学の財政論とマルクス主義財政論の角遂にいよいよ収緻されつつあ
る事実だけを確認しておこう。なお，一言つけ加えておくと，このところひ
とりマルクス主義財政論のみならず近代経済学の財政論さえもが自らを「民
主主義財政論」と規定する傾向が現われており，この名をめぐっての両者の
尖鋭な対抗を目の当たりにする時，われわれとしても，両者の主張の綿密な
検討の基礎上に立って科学性に裏打ちされた民主主義の真の担い手になるべ
き財政論のあり方を探ることの重大性を，われわれに課せられた一大責務と
して痛感しないではいられない情勢になっている。本稿は，筆者の胸中にお
いてこの極めて困難な課題に立ち向かう上での第一歩の位置づけを与えられ
つつ執筆されるものであり，その考察は，当面の措置として，一方の旗頭た
る近代経済学の財政論の動向を見定め，そこに含まれる意味内容を析出する
一点に集中される。こうした対象限定がなされる場合には， PPBS論，公共
経済学，財政負担国際的再配分基準論といった鳴り物入りで登場し，しかも
(9)坂井昭夫「英米財政関係と財政自主権」，『日本財政学会プレティン』 vn,1971 
年。
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現に政策策定に甚大な影善を及ぽしつつある新しい諸理論の個々の性格を踏
まえながら，それらがいかに相互に結ぴつきある意味で統一的な全体を形造
ろうとしているのかを明らかにする作業が，とりわけ急がれなければならな
いところとなろう。
第 1章 近代経済学の財政論の基本的特徴
近代経済学の財政論は，財政現象が「政治と経済の相交錯する領域にあら
(l) 
われる硯象」である事実を認めつつも， 「財務行政の経済的側面こそが財政
(2) 
学のもっとも重要な研究課題」であるが故に， 「財政学のアプローチは基本
(3) 
的には経済学のアプローチに従わなければならない」，と主張してきた。今，
この主張自体の是非の判定を行なう必要はなかろう。問題とすべきは，むし
ろそれが一体いかようの研究方法となって結実してきたのかである。
代表的諭者の一人である U.K.ヒックスの言葉に耳を傾けよう。彼女は
こういっている。 「一国の財政の適切な運営は統治の一側面であって，ー側
面だけを他の側面と切り離してはうまく研究できない……。まったく全政治
機構が財政を理解するうえに関連をもっている。•…••それにもかかわらず，
財政学は政治学の一部門ではない。財政学は欲望の充足を問題にするのであ
って統治の方法を問題にするのではないのである。政府当局は市民の欲望を
充足するために存在するという事実から，財政学が経済学の領域にはいるこ
とは明確である。…•••さらに，財政学が応自経済学の分野に属し，統幹経済
学の分野に属すべきものではないことも明らかである。財政学は一つの技術
学であって，実際問題を研究の対象としている。財政学の分析が実際に応用
可能であるためには，まさに分析の初期段階で，特定の経済組織が仮定され
なければならない。というのは，使用すべき諸手段，諸効果，およぴある意
(1)島恭彦・林栄夫編『財政学講座(2)』有斐閣， 1964年， p.1。
(2)肥後和夫絹『財政学要論』有斐閣， 1967年， p.2。
(3)同上， p.7。
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味では追求すべき諸目的でさえもが，ともにその経済組織の型いかんによっ
(4) 
て左右されるからである」。上の引用に見る通り， ヒックスは，財政論が政
治学の一部門ではないとの理由から，財政の政治的側面の考察の放棄を宣言
し，事のついでに財政権力や財政制度の階級的性格までをもさりげなく捨象
してしまっている。こうした巧妙な操作が下敷きにされる場合には，当然の
運ぴながら，財政は国民一般の利益に仕える「中立的技術」と把握されるわ
けで，また加えて特定の経済組織が歴史的な与件と見倣されるのであるか
ら，財政論の使命も一にかかって所与の経済組織下での財政運営のあり方を
経済的効果に即して「技術学」風に検討する点にある，という結論にならざ
るをえない。だが，財務行政が国家権力の一部分をなしている限り，そして，
(5) 
巨大企業の管理部門が「「政治化』され， 政府の管理機関と融合」する過程
の急速な進展につれて，国家権力の資本家団体による階級支配貫徹のための
棋杵としての本性がますますむき出しにされつつある紛れもない硯実のある
限り，階級的に中立な財政といった想定が財政からその本質を抜き去る「死
んだ抽象」でしかありえないことは，詳述するまでもなく明らかであろう。
各種財政手段の経済的力能に関しての「技術学」的考察も，従ってまた，客
観的には，国家の管理行政を意のままに操縦しうる階級に向けて提出され
る定価ならびに効能説明つきの品書きの作成の意味を帯ぴてきた，といって
も過言ではない。上記の点は， ヒックスが一方では「財政学は……統治の方
法を問題にするのではない」旨を繰り返し表明しながら，他方においては特
定の経済構造のみならずその上部構造たる特定の政治・行政機構をも暗黙裡
に前提し，この政治権力の掌握者に対して様々の財政手段の品定めの結果を
上奏する態度を貫き通している事実からも直ちに了解されるところであり，
多言を費す労は避けたい。財政現象の政治的側面と経済的側面との機械的な
(4) U. K. ・Hicks, Public Finance, 2nd ed., 1955, pp. 101-2 （巽博ー・肥後和
夫訳『新版財政学』東洋経済新報社， 1962年， pp.107-8)。
(5)島恭彦『硯代の国家と財政の理論』三一書房， 1960年， p.55。
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分断，その上での政治的側面の徹底的な放逐が，近代経済学の財政論に一見
「統治術」とは次元を異にした「科学」であるかのごとき外観を与えつつ，
実際にはそれをして既存の財政権力の容認とそれに向けての使用すべき財
政手段の進言の任に当たらせ，而して当該財政論を国家の浩渤な経済的力能
を充分計算に入れた精緻な官僚用統治術の潤沢な兵器廠たらしめてきた関係
を，われわれは何をおいてもまず確認しておかなければならない。
ところで，財政論に持ち込まれた近代経済学の分析手法はと問えば実に色
とりどりであり，そのそれぞれが必ずしも相互に排斥し合うのではなく奇妙
な共存生活を営んできた点にこそ近代経済学の財政論の著しい特徴がある，
といえるほどである。近代経済学におけるいくつかの理論的系譜のうちの特
定の 1つに終始足場を求めつつ，その立場から諸般の財政事象を統一的に説
明している理路整然たる財政論の体系など，どこを探しても見当たらないの
である。換言すれば，近代経済学の財政論は，古典派経済学の価格分析的手
法，ケインズ経済学の所得分析的手法，厚生経済学流の公共欲望の分析手法
等の雑多な要素からなる混然たる総体として，われわれの前にその姿を示し
てきたのである。林栄夫氏は，この事実を率直に認め，次のように書いてい
る。 「近代経済学の財政論はいうまでもなく経済の側面から財政の問題を解
こうとするものであり，これまでの経済理論の蓄積を継承・吸収して多面的
な展開を示している。したがって近代経済学の財政論をどのような内容を含
む体系とみるか―この問いに答えることは決して安易なことではない。こ
れが『近代経済学の財政論』だといえる公認の体系は存在していないという
のが硯状であるからだ。……(U.K.ヒックスの『財政学』やR.A.マスグレ
イブの『財政の理論』は比較的包括的に叙述された奸著であるが）両者とも
一つの分析手法で一貫して財政現象を明らかにしようとするのではなく，主
要な財政現象の特徴に応じてこれまでに蓄積されてきた分析用具を使いわけ
(6) 
ている」。大島通義氏の見方も基本的に同じである。「財政政策の目標として
(6)島恭彦・林栄夫編，前掲書， pp.1-2。
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資源配分・所得分配および経済安定という 3つの柱を建て，これらの諸目標
の達成に最も適合的な予算政策のあり方を明らかにしようとする試みも行な
われている。イギリスのU.K.ヒックスやアメリカのマスグレイプの研究が
その最も代表的な例である。そこでは，ケインズ理論のマクロ経済学的な分
析の成果がその後の検討による修正を経ながら受け入れられているのと同時
に，ケインズ以前の経済学や財政学，ことにピグー以後の厚生経済学や……
純経済学派の支出や租税転嫁に関する分析の成果が検討されて取り入れられ
(7) 
ているのをみることができる」。
ここでわれわれが特に留意すべきは，財政論に導入された近代経務学の種
々の分析手法が必ずしも互いに整合的に組み合わされてきたのではない，と
いう事実である。より無遠慮に表現するなら，近代経済学の財政論は，実際の
ところ，いろいろな手法を相互の内的関連の究明もせぬままに，各手法間の
理論的鮒艇の払拭の努力も曖昧なままにやみくもに自らの内に内摂してきた
のであり，その上でいざ実際に分析の仕事にあたるに際しては，場面に応じ
て実用的見地から見て最も好都合と思われる用具を適宜収納庫から引き出
す，といった方法を取り続けてきたのである。たとえば， 「ケインズ経済学
的財政論は財政を経済における重要なバランシング・ファククーとしてとら
ぇ，政府支出，租税，公債などのすべてをもっばらバランシング・ファクク
ーの一環をなすものとして扱う」のであるが，そこで想定される財政の最適
規模，租税や公債のあるべき大きさが，厚生経済学派の公共欲望充足の見地
からする分析によって得られるそれらの理想量と一致すべき論理的必然性な
(8) 
ど，無論見出しえようはずがない。なぜなら，両者の間には発想そのものか
らして原理的な相遮—ケインズ経済学的財政論は「政府の有効需要調整に
よって失業の問題さえ解決されるならば……，資本主義的市場機構による資
(9) 
源配分のあり方……には非難すべき点はないと考え」，「分配問題でさえ有効
(7)高橋誠・柴田徳衛編『財政学（再版）」有斐閣， 1971年， p.59。
(8)島恭彦・林栄夫編，前掲書， p.41。
(9)塩野谷祐一『福祉経済の理論』日本経済新聞社， 1973年， p.205。
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(10) 
需要管理の手段として扱」ってきたが，厚生経済学的財政論の場合は上の前
提自体の疑問視を起点に，資源の最適配分や所得の公正分配を達成するため
のルールの考案に主たる関心を寄せてきた—ーが認められるからであり，両
者の分析結果のあらゆる場合における一致を期待することは， ピアノとトラ
ンペットの音色が全く変わらないと考えるのと同じほどに馬鹿げているから
である。紙数の制約の故に省略するしかないが，古典派経済学的財政論と上
記二者のそれぞれとの間にも，明確な理論的不一致が横たわっている。だ
が，実に驚くべきことに，ヒックスにせよ，マスグレイプにせよが，こうした
重大な原理上の食い逮いに目をつぶったままで，相容れぬ基盤に立脚する肌
合いの異なった分析手法を無雑作に並置して乎然としているのである。近代
経済学の財政論が，各種経済理論の文字通りの野合として形造られてきた経
緯を，われわれは正確に見抜かなければならない。
官僚の行政行術の視座から財政と国民経済の相互関係を見究めようとする
姿勢，これと表裏一体の関係において現われてくる雑多な分析手法を無批判
にかき集め随時それらを選択的に実用に供しようとする態度一ー一この 2特徴
は，近代経済学の財政論の生まれながらの持分であり，今もってそのことに
変わりない。そればかりか，最近，近代経済学の財政論が必要に迫られて既
往の理論体系の不備を補うべく新たな武器の開発に情熱を傾けるようになっ
たのにつれて，上の特徴はますます浮彫りになってきており，この種の財政
論の非科学的で実用主義的な性格たるや誰の目にも日増しに明らかに映りつ
つあるように思われる。われわれは，この後直ちに近代経済学の財政論にお
ける新しい動向の考察に歩を進めるのであるが，その際にも本章に一瞥した
それに固有な特質の行方に特に注意を寄せることが肝要であろう。
第 2章 PPBS論と行財政機構改革
PPBS論は，近代経済学の財政論の現局面を語るに際して，どうしても避
(10)同上， p.208。
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けて通りえない主たる関門の一つである。因みに， PPBSの名は，アメリカ
政府が1961年にその理論と手法を国防省予算編成に採用して以来，あるいは
同政府が数力年の実験期間を経てその適用範囲を全ての行政部門にまで拡大
して以来高まる一方であり，わが国でも「財政硬直化」打開の尖兵として
PPBSの登壇を求める声が朝野において相呼応し，次第に一つの大きなうね
りと化しつつあるからである。本章は，こうした PPBSの主張について幾
許かの検討を試みることを目的としている。
PPBS (Planning Programming Budgeting System)なる用語は， す
でに流行語ともなっており，解説を加えるまでもないかもしれないが，念の
ために簡単に梗概だけを記しておこう。よく知られている通り， 「PPBSと
は，ある組織体ー一国家であれ，地方行政機関であれ，民間企業であれ， 1 
つないし複数の使命や目的をもったもの一ーがその使命なり目的を達成する
ための，基本的な方策案を検討して，最良の方策を見つけ出し，その方策を
実現するための具体的手段と実施手順を初めから終わりまでの期間について
組立て，それに必要な資源や費用を計算して，単位期間……に達成する目標
をたて，それに使用する資源の割当てを行ない，限られた資源で最も効率的
(1) 
に使命なり目的を達成する一連の流れをシステムとしてとらえたもの」を指
している。 PPBSの最初の P(Planning)は， 長期計画策定の段階を意味
し，そこでは組織体の基本事業項目の設定が主眼とされる。つまり，組織休
として何をなすべきかが，それを達成するための各種代替案の費用・効果分
析に基づいての較量をも考慮に入れつつ，まず問題にされるわけである。
次なる P(Programming)は，プログラム作成の段階である。 ここでは，
いかになすべきかの明示が，すなわち最初の段階で策定された長期計画を実
行するための詳細な計画の作成が，主たる任務として要請される。そして，
この第2段階において長期的な計画に含まれる諸活動の実施手順，投入物の
配分が明らかにされることによって，長期計画は短期的な予算編成と結びつ
(1) 恵羅嘉男『PPBS の話』日本経済新聞社， •1968年， pp. 9-10。
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(2) 
くことになる。予算編成の段階は B (Budgeting)であり，この段階では，
前段階での詳細な計画をもとに次年度分の予算を従来の予算形式に組みか
ぇ，予算の決定機関に提出し，配分，会計処理を行なう点に作業が集中さ
(3) 
れる。 •PPBS 論とは，要するに，上記 3 段階を 1 つの大きなシステム，それ
も年毎に繰り返されるダイナミックなシステムとして措定すべきことを唱え，
またそれに適合的な機構的条件整備の道を教唆する論議にほかならない。
さて，われわれにとって以下になすべきは，今略述した一見純粋な予算編
成「技術学」であるかに見える PPBS論が， 国家財政の部面に適用される
場合，そこに必然的に呼び出されてくる行財政機構改革に固有な性質を白日
の下に引き出す仕事であろう。近代経済学陣営の研究者達は，財政の硬直化
を打ち破りその資源配分機能を高めるに足る予算編成上の理想的「トゥール」
の位置づけから，目下しきりと PPBSを推挽しているのであるが， われわ
れは彼らの言を率直に信じるわけにはいかない。 PPBS論が一体いかなる行
財政面での機構改革を媒介に所期の政策効果をあげようとしているのか，そ
の機構改革の原理と客観的使命は何か，に目を向けるならば， PPBSの単な
るトゥールならぬ国家独占資本主義的支配強化の手段としての側面が，いや
が上にも鮮明に浮かんでくるからである。ただし， PPBS的な発想は元来民
間企業において誕生を見たものであり，われわれの考察もそこから始めるの
が適当であろう。
D.ノヴィックは， PPBSの発生の起源を， 1920年代にアメリカの巨大
(4) 
自動車会社GMが採用した新しい予算編成手続きに見出しているが，このG
Mの予算改革については，就中経営機構改革との関連に着目しつつその効果
を分析した優れた研究が，すでに小野秀生氏の手によって発表されている。
(2)貝塚啓明・館龍一郎『財政』岩波書店， 1973年， p.70。
(3)恵羅嘉男，前掲書， pp.39-40。
(4) D. Novick, Program Budgeting : Program'Analysis and the Federal 
Budget, 1965（福島康人訳『PPBSの理論と手法』日本経済新聞社， 1969年， p. 
14以下）。
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同氏は， GMの「計画予算方式」が1920年恐慌下の経営危機，フォードとの熾
烈な競争戦に耐えうる構造を築くための管理手段として開発されたものであ
り，予測計画を前提とする基準価格制と分権管理体制を内容としていた点を
指摘し，その認識を土台にGMの経営構造の変化を追跡する中から，次の重
要な結論を得ている。すなわち， 「財務権力の集中と独立採算的な事業部の
分権管理」によって特徴づけられる「GMの管理機構が，資金力の集中と管
理基準づくりを前提として，各部門の『競争』を組織する結果，各事業部の
スクラップ・アンド・ビルドを促進し，採算部門への資金集中と，非採算部
門廃止の方式を実現した」， その故にこそ， GMは「つねに経営組織に競争
の勅激をあたえ，つねに市場機構に適合的に再編成する」ことができたのだ，
(5) 
と同氏は述べているのである。 PPBSの発端が，経営危機に対処し，競争戦
に勝ち抜くべく伝統的経営機構を分権管理的に再編成し，ただし財務権力は
これをトップ・マネジメントの手に集中しつつ各事業部間の競争を組織し，
資金の効率的かつ重点的な配分を行ない，こうした機構上の改革を主軸に幾
多の不確定要素を含む市場の動きに機敏に対応していこうとする民間企業の
強力な「合理化」の武器として形造られた事実，しかも同方式の「合理化」
推進力の卓抜さはGMによるフォードの圧倒の形で歴史的に検証済である事
実を，われわれは， GM方式の国家財政への導入の企図 PPBSと行財政機
構改革の相互関係等の問題に立ち入る場合にも，片時たりとも頭から離して
はならないものと思われる。
PPBS的な思考が部分的にではあれ初めて政府部門に適用された事例とし
ては，通例，第二次大獣中のアメリカの物資統制計画の名があげられる。 1920
年代のGMが競争戦と経営危機の渦中にあったとすれば，大戦時のアメリカ
は総力戦と戦費膨張に起因する財政危機のただ中にあった。池上惇氏は，
「自己の存在そのものが否定されうるような状況に対する恐怖感，危機感
(5)小野秀生「予算制度改革論の一原型としての GMの基準価格制の形成と管理機
構」，同「GMにおける予想制度と基準価格制度の形成」，京都大学経済学会『経済
論叢』第110巻第3• 4号＆ 5号， 1972年 9• 10月＆11月。
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と，そこから生じる洗練された計算技術によって自己の伝統的組織をつね
に解体＝再編成し適応性を高めようとする志向， ここに PPBSの本質があ
(6) 
るのではなかろうか？」と書いているが，当時のアメリカ政府は実に氏のい
う意味での危機にまともに直面していたのであって， G Mが経営危機脱出に
用い目覚ましい成果をあげた予算方式を，国家財政の中に取り込まざるをえ
ない状況に追い込まれていたのだ，と考えてもさしつかえなかろう。財政危
機が財政資金の効率的利用と重点的配分を要求し，またそれにふさわしい行
財政機構の合理的改革の必要を惹起したのであり，そうなればこそ，同政府
は戦時統制システムの一環にGM流の計画予算を組み入れ，予算を目標指
向的に再編成せんと策したのである。この試みが，行政府殊にトップ・レ
ベルの意志決定者への財政権力の集中，各種事業計画間の効率性をかけての
競争の組織，それに基づく計画のスクラップ・アンド・ビルドの道を拓いた
ことは， GMの事例を敷行して考えれば容易に納得されるところであるが，
ただし，それだけで考察を終了することは許されない。 「財政制度『合理..... 
化』が，政府による物資調達制度の合理化を媒介として物資を納入する民間
(7) 
企業における『合理化』を推進」する関係が認められるからであり，これを
看過する限り，行財政機構改革の持つ意味も決して全面的には解き明かされ
ないからである。今述べた視点を基底に据えながら，戦時にアメリカが実
施した一連の物資統制計画の歴史的使命を析出しようと目指したものとして
は，林堅太郎氏の研究がある。同氏は，戦費急増に伴う財政危機の圧力がア
メリカ政府の戦時統制手段の開発を必然たらしめた事情を踏まえた上で，「国
家の調達統制権限の集中，あるいは統制手段の国家独占が調達取得，調達価
格，さらには重要物資の優先割当を利用して私的独占の営業権を部分的にで
はあれ剥奪し，私的独占の競争を組織していく」道程を検証し， 「このこと
(6)池上惇「PPBSの本質をめぐって」，『経済論叢』第105巻第1• 2 • 3号， 1970
年1• 2 • 3月。
(7)池上惇「国防予算制度の合理化とその現実的傾向」，『経済論叢』第99巻第4号，
1967年4月。
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によって企業合理化と蓄積基盤の拡大を勝ちとっていく経過，あるいは非独
占中小零細企業の下請再編成を含め軍需独占を主体とした産業基盤の再編成
が進行していく経過，……労働強化と労働力流動化が促進されていく経過」
(8) 
に対する留意を促している。
戦時物資統制に関連しての上の経験は，その後兵器のシステムに適用さ
れ， 1961年にはケネディ政権による国防省への PPBSの全面的導入の事
(9) 
態を硯出させるに至った。この間の推移については，事業経過を克明を跡
づけた研究が数多く硯われていることでもあり，紙面の制約からしても割愛
せざるをえない。ここでは，アメリカにおいては1949年のフーバー委員会報
告を中心に部局別予算から事業別予算への切換えの方向が志向されてきたこ
(10) 
と，とりわけ国防予算の場合には，事業別予算との係わりで陸海空 3軍省の
上に国防省を設置し国防長官の権限を漸次拡大する措置がとられてきていた
ために， その機構改革を前提とする限り PPBSの導入も比較的容易であっ
(11) 
たこと，そしてドル危機の時代の開幕がアメリカ政府のそうした行動に拍車
をかけたこと，を指摘するにとどめるしかない。
さて， 問題のアメリカ国防予算に対する PPBSの技法の応用であるが，
この事態の本質的契機および現実的傾向は，池上惇氏によって鋭く見破られ
ている。同氏によれば， 「財政制度合理化の背景にあるのは，社会主義勢力
をはじめ，アメリカ合衆国に対抗しつつある諸力に対する最新技術に基づい
(8)林堅太郎「優先制度と戦時統制手段の開発」，『経済論叢』第11哨紗f!6号， 1972 
年12月。
(9)貝塚啓明・館龍一郎，前掲書， p.69。
(10)大蔵省『調査月報』掲載の諸論文，たとえば， ドン• S・バロウズ「部局別予算
から事業別予算へ」，「フーバー委員会報告の概念」（以上第39巻第3号， 1950年3
月），「米国予算行政に対するバックの批判」（第39巻第7号， 1950年7月）等を参
照。＊
(11)馬場良逸『マクナマラ戦略と経営』ダイヤモンド社， 1967年。 W.W.Kauf-
mann, The McNamara Strategy, 1964 （桃一真訳『マクナマラの戦略理論』ペ
りかん社， 1968年）。
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た軍事的適応力の増強であり，独占資本主義的生産関係の下では，兵器生産
者に対する利潤保証を通じて遂行されざるをえない」。この場合， 兵器生産
者に対する独占的高利潤の保証は財政危機を一層深化させ，而して，財政危
機綬和のために兵器調達価格を相対的に低く抑えようとする財政当局の要求
と，費用積み上げ方式に基づいて独占的高利澗を確保しようという独占体の
要求とが，相互にぶつかり合う羽目にならざるをえない。池上氏は，この
「2つの相矛盾する要求は，物資調達を行なう企業自休の『合理化』による
コストの引下げと，国家機関自体の『行政改革』による行政能率の向上と費
用の節約という 2つの側面を統一的に実施することによってのみ調和」させ..................... 
られる旨を示し，そこに「独占休と財政当局の利害対立を，独占体に麗用さ．．．．．． ....... 
れた労働者，関連中小企業，政府関係職員に対する『合理化』によって級和............ 
させようとする基本的方向」を読み取っている。もう少し具体的にいうな
ら，こういうことである。 「財政的危機に対処しつつ軍事力を整備するため................... 
には，財政制度合理化の『基準』を求める必要がある。この『基準』の形成
は，食自—効巣分析の導入によって，軍事力の現実的効果と，単位当りコス
トを兵器体系ごとに比較し，一定の軍事目的を達成するための合理的な手段
を選択することによって達成される」のであるが，実はその基準は，独占体
の公金私物化を基本的に温存したままで「国民経済合理化」を遂行する見地
から作られるのであって，従ってそれは，独占体による国家財政に対する寄
生を引き続き前提した上での財政資金の効率的配分のための指標となると同
時に，「「民間資本』の行動決定のための指標」としての意味をも有し， 「独
占体内部の労働者，関連中小企業，小生産，政府職員等々における追加的な．．．．． 
搾取のための『合理化』基準を提供する」ことにもなる。 PPBSが「独占体
を統制する計画性」ではなくて，「行財政制度の合理化と， 国民経済合理化
(12) 
の強行」とを導いてきた事実に，注目を払って然るべきであろう。
以上に PPBSの生いたちを通観したが， そこで見た内容は，近代経済学
(12)池上惇「国防予算制度の合理化とその現実的傾向」，前出。
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の財政論が吹聴している「(PPBS)はよりよい決定をするためのもとになる
手ること報を提供し，その結果，予算の効果的な使用により国民が利益を受け
(13) 
段や情が期待される」といった宣伝とは，驚くほどかけ離れている。 1920年代
にGMが採用した新しい予算方式は，各事業部に独立採算を強制し，それら相
互の競争を組織し，スクラップ・アンド・ビルドを断行することによって，
また下請業者に危険を分散することによって，企業内労働者や関連中小企業
の団結の基盤を奪いつつ，彼らの生存をかけた競争を鼓舞する役割を果たし
た。同方式の国家財政への応用は，行財政機構改革を必然的に随伴したが，こ
の改革は単に政府職員を「合理化」の渦に巻き込んだばかりでなく，財政と独
占体が物資調達を媒介に緊密に結ぴつき財政面での各種事業計画のスクラッ
プ・アンド・ビルドが独占体の事業の計画・遂行に強力な影響を及ぼすとい
うメカニズムのあるが故に，既述の通り国庫発注をめぐる独占体の競争を組
織し，それら独占体の「合理化」を全国的規模において盛行させ，もって「国
民経済合理化」を推進する主軸としての位置を占めてきたのである。上の場
合，独占体の「合理化」がGM流の予算絹成方式の採用と経営機構改革を核
心に据えてきた点は， PPBSの財政面での定着と時を同じくして民間企業に
よる PPBSの「逆輸入」が活発に論議されるようになったことさえ想起す
るなら容易に理解されるはずである。 アメリカの国民が PPBSに基づく国
防予算編成によって与えられたものは，心地よい「利益」などではさらにな
く，本来軍需独占体の「官金私消」に根ざす財政危機を清算しその財政に対
する寄生の継続を容易にするための，また軍需独占体の経営危機を救うため
の， 「合理化」という名前の熾烈な「生存競争」を強要する理不尽この上な
い勘定書でしかなかった。 その後，アメリカでは PPBSの連邦財政におけ
る適用範囲が全行政省庁にまで拡大されているが，これが上記関係のより大
なる規模での形成を物語ってやまないことには，およそ異論などありえない
(13)日本オペレーションズ・リサーチ学会 PPBS部会編『PPBSの実際』東洋経済
新報社， 1971年， p.19。
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であろう。ついでに付言しておくと，軍事以外の政策の場合には，軍事政策
と比較して「精神的要素がたくさん入ってくる」ために定量化の困難が大
きい，という問題がつきまとわざるをえない。この困難を押してプログラム
を作成しようとすれば，何らかの価値判断に立って定性的な事象を強引に定
量化することを除いて，解決の道などありえようはずがない。従って，当然
のいきさつとして， PPBSの適用領域が拡大すればするほど，目標設定や評
価に関して，行政府の意志決定者の，また意志決定者に情報を提供するシス
テム・アナリスト（現実には官僚層）の恣意的な価値判断に委ねられる部分も
(14) 
大きくなる，といった現象が目につくようになろう。しかも， PPBSは，政
府・官僚を議会の統制から解放する有力な手段ともなるべき性質を，生来内
に備えている。 「政策目標を達成する諸フ゜ログラムの選択，ならびに，それ
らに関する政府支出の決定に当たって行政部内で利用される情報のすべてが
議会側に提供されるであろうか」，「分析に基づいた大統領の最終的選択のみ
が議会側に提示され，その選択結果が経済分析の武器に護られて実質的には
隈会側に押しつけられるようなこと」はないのか， 「情報が議会に公開され
ても，その情報の信頼度を確かめる能力が議会側に」はたして備わっている
(15) 
のか。昨今わが国でも，予算「増分主義」を撤回し PPBSによって財源の
再配分を期するための下準備が進行中であるが，われわれは，それが独占体
と癒着した政府・官僚の専横，たとえば「情報独占」を通じての予算公開原
則の骨抜きに象徴されるような財政民主主義を蹂躙しての専横を許し，独占
体による国民の生存権，団結権を脅かしての「合理化」を普逼化させずには
おかないであろうことを，重ねて強調しなければならない。
PPBS論が，あたかも予算絹成「技術学」であるかのごとき風体を擬装す
ることによって，近代経済学の財政論に固有の官僚的性格を国民の目から遮断
(14) J・ヒッチ著，福島康人訳，岸田純之助解説『戦略計画と意思決定』日本経営出
版会， 1971年， pp.168-75。
(15) C. L．シュルツ著，大川政三・加藤隆司訳／解説『PPBSと予算の意思決定』日
本経営出版会， 1971年， pp.224-25。
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しつつ内実において従前にも倍してそれを強め，ますますこの立場の財政論
を独占体に対する奉仕へと傾斜させている点は，もはや確認の要すらなかろ
う。最後に，この場で， PPBS論の経済理論的基盤に若千なりとも論及して
おきたい。森岡孝二氏が，第二次大戦期にアメリカの予算局長官をつとめた
H．スミスの財政思想をとらえて，そこに「「管理』の思想と『フィスカル・
ボリシー』の理論の不可分の結びつき」を見， PPBSによる国家予算編成へ
の底流を検出している通り， PPBS論は，財政を単に景気調整に役立たせる
だけでなく，それをより広汎な「政府および国民経済の『管理と計画』のも
っとも重要な道具」として，就中資源配分の効率性を高める手段として用い
ようとするフィスカル・ボリシー論のアメリカ的展開の土壊の上に花開いて
(16) 
きた，という来歴を背後にしている。そうであるとすれば，およそ自明なよ
うに， PPBS論の想定する効率的資源配分は厚生経済学のいうそれとは決
して同一内容ではありえない，と考えるしかないことになる。前章でも指摘
した通り，フィスカル・ボリシー論の基礎にあるケインズ経済学的発想と，
「バレート最適」達成の見地から資源配分様式を考察する厚生経済学的な発
想との間には，橋の渡しようもないほどの断絶が存在するからである。現
に，ある論者などは， PPBSの資源配分機能に関連して次のように語ってい
る。 「これらのシステムは，いわば経営管理的な観点からより合理的な意志
決定の達成を狙いとしている。このようなシステムがある程度まで資源配分
からみた公共支出の経済効率を高めることは疑いないとしても，これらのシ
ステムそのものが経済分析の立場からみて規範的な意味をも、っているとはい
(17) 
えない」。同じ資源配分の言葉が， 異なった意味内容において使用されてい
る点を見抜かなければならない。だが，にもかかわらず実際には，上記二者
は，資源の効率的配分なる目的，それに向けての費用・効果分析の活用とい
(16)森岡孝二「アメリカにおける『管理』思想の発達と『フィスカル・ボリシー」」，
大阪外国大学『学報』第25号， 1969年。
(17)貝塚啓明・館寵一郎，前掲書， p.71。
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う表面的類似性から便宜的に接合され，原理的不一致の介在を黙過したまま
で一定の分業関係において極めて実用的な用いられ方をしているのである。
次章の公共経済学についての考察は，この両者の絡み合いの野合性を暴露す
るものでなければならない。
（続）
